
第３回　新型コロナウイルス感染症の影響に関する調査

令和３年２月

【調査実施者】　　　鶴岡市商工観光部商工課　　鶴岡商工会議所　　出羽商工会
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令和３年１月２２日～令和３年２月５日
令和２年８月～令和３年１月（６カ月間）

鶴岡商工会議所会員企業 1,694 事業所

出羽商工会会員企業 1,092 事業所

会員以外（工業団地立地企業・市内製造業企業）67 事業所

ａ 計 2,853 事業所

鶴岡商工会議所会員企業 605 事業所

出羽商工会会員企業 448 事業所

会員以外（工業団地立地企業・市内製造業企業）26 事業所

b 計 1,079 事業所

会員の重複を除く事業所数 1,049 事業所

新型コロナウイルス感染症による地域経済への影響についてアンケート調査を実施

◇調査実施日

◇回答事業所数

◇有効回答数

◇調査対象事業所数

◇調査対象期間

回答率（b/a） 37.8%

製造業, 186, 18%

建設業, 181, 17%

卸売業, 47, 4%

小売業, 238, 23%

飲食業, 97, 9%

不動産業, 10, 1%

運輸業, 18, 2%

情報通信業, 11, 1%

金融業, 17, 2%

旅館・ホテル業, 35, 3%

サービス業, 154, 15%

その他, 55, 5%

回答事業所の内訳
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【１】 新型コロナウイルス感染症等の影響
○現在、生じているマイナスの影響についてお答えください。（複数回答可）

【２】 新型コロナウイルス感染症等の影響への対応
○現在、生じている影響に対して講じている対策についてお答えください。（複数回答可）
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1：資金繰りの悪化

2：売上・受注の減少、注文のキャンセル

3：展示会、イベント等の中止延期

4：取引先の倒産・営業停止

5：部品・原材料・商品の仕入れ・調達が困難

6：顧客への納入の遅延

7：社内のモチベーションの低下

8：感染症防止対策に伴うコスト増

9：雇用維持の困難

10：感染症等による影響はない

１１：その他
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１：営業日・営業時間の短縮

２：事業所・店舗の閉鎖

３：生産の縮小・停止

４：生産体制・サプライチェーンの見直し

５：新分野への事業展開

６：その他

１：融資等による運転資金の確保

２：設備投資の延期・縮小・休止

３：各種コストの見直し・削減

４：感染症対策のための設備投資などの実施

５：国・県・市等の支援施策の活用

６：その他

１：出張・営業活動の自粛

２：在宅勤務・テレワークの導入

３：テレビ会議システム等の導入

４：その他

事
業

上
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営
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勤
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上
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【３】 売上の状況
○令和２年８月から令和３年１月までの隔月の売上状況について
   前年同月を１００とした場合の売上割合をお選びください（※１月については見込み）　※グラフには前回の調査結果（4月~7月）を反映

10％未満 25 22 25 22 31 50

20％未満10％以上 12 18 8 16 17 33

30％未満20％以上 30 23 29 23 30 39

40％未満30％以上 33 38 36 32 38 50

50％未満40％以上 50 64 41 41 52 63

60％未満50％以上 80 84 54 58 62 78

70％未満60％以上 95 74 59 63 82 83

80％未満70％以上 116 105 107 106 95 106

90％未満80％以上 128 128 101 133 127 106

100％未満90％以上 118 120 137 125 111 91

前年並100％ 190 191 215 186 170 188

100％超　前年以上 124 134 190 198 184 108

指標数 1,001 1,001 1,002 1,003

55.9% 57.2% 64.2% 64.0%

29.1% 26.3% 22.0% 22.6%

15.0% 16.5% 13.9% 13.4%

8月 9月 10月 11月 12月 1月

（単位：件）
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23.9% 26.8%

59.3% 49.5%
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100％超 前年以上 前年並100％ 100％未満90％以上 90％未満80％以上 80％未満70％以上 70％未満60％以上

60％未満50％以上 50％未満40％以上 40％未満30％以上 30％未満20％以上 20％未満10％以上 10％未満

第2回調査より 第3回調査より

売上前年比の推移（各指標の件数の割合グラフ）
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【４】 雇用の状況
○雇用調整助成金を活用しましたか？

○現在の御社の従業員の休業や稼働日数（時間）についてお答えください。
　▽雇用調整助成金を活用した事業所のうち

　▽雇用調整助成金を活用していない事業所のうち

１：活用した

183事業所, 20%

２：活用していない

740事業所, 80%

115
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従業員の休業を行っている

稼働日数（時間）の短縮を行っている
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従業員の休業を行っている

稼働日数（時間）の短縮を行っている
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【５】 運転資金について
○融資制度の活用についてお答えください。

○現在の御社の資金状況、融資制度の検討についてお答えください
　▽活用していない事業所のうち 　▽活用した事業所のうち

　▽資金不足が生じ始めている事業所のうち 　▽資金不足が生じ始めている事業所のうち
　　融資制度を検討している事業所が１２事業所、していない事業所が１１事業所 　　融資制度を検討している事業所が４０事業所、していない事業所が９事業所
　▽資金不足が生じる可能性がある事業所のうち 　▽資金不足が生じる可能性がある事業所のうち
　　融資制度を検討している事業所が１８事業所、していない事業者が５０事業所 　　融資制度を検討している事業所が４１事業所、していない事業者が４２事業所

１：活用した

436事業所,44%２：活用していない

560事業所,56%

90事業所, 20%

191事業所, 
44%

143事業所, 
33%

12事業所, 3%

１：資金不足が生じ始めて

いる

２：資金不足が生じる可能

性がある

３：ある程度の資金準備

がある

無回答

53事業

所, 9%

150事業所, 
27%

247事業所, 
44%

110事業所, 
20%

１：資金不足が生じ始めて

いる

２：資金不足が生じる可能

性がある

３：ある程度の資金準備

がある

無回答
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【６】 各種支援策について
○活用した支援制度についてお答えください。（複数回答可）

○加盟登録した消費喚起策についてお答えください。（対象業種のみ　複数回答可）

※経営継続支援金については、回答企業への交付実績

178

63

13

521

123

126

110

83

292

3

85

127

85

37

0 100 200 300 400 500 600

雇用調整助成金・緊急雇用安定助成金（国の助成金）

雇用調整助成金の申請費用補助制度（市の補助金）

働き方改革推進支援助成金（国の補助金）

持続化給付金（国の給付金）

経営継続支援金（市の給付金）

小規模事業者持続化補助金（国の補助金）

家賃支援給付金（国の給付金）

山形県新・生活様式対応支援補助金（県の補助金）

新しい生活様式対応支援補助金（市の補助金）

買物代行・宅配サービス支援金（市の補助金）

飲食業等緊急支援給付金（県の給付金）

飲食店等緊急支援給付金（市の給付金）

国税・地方税・市税等の徴収猶予

その他
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GoToトラベル・地域クーポン（国）

GoToEat（国）

山形県クーポン券…プレミアム50％（県）

商店街元気回復キャンペーン…プレミアム20％（鶴岡商工会議所）

商店街元気回復キャンペーン…地元商品抽選会（出羽商工会）
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【７】 要望について
○国・県・市への要望事項についてあればお答えください。（複数回答可）

○補助金の充実について、具体的な内容をお答えください。（複数回答可）
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１：補助金の充実

２：補助金の要件緩和や手続きの簡素化

３：補助金等の情報提供

４：業績低迷に伴う給付金制度の拡充

５：低利・無利子融資などの金融支援

６：各種減税・納付猶予

７：販路開拓に関する支援

８：消費の喚起、観光の掘り起こし

９：テレワーク・在宅勤務の導入に関する支援

１０：デジタル化対策に関する支援

１１：業務転換に関する支援

１２：休業・自粛など事業縮小に対応した支援

１３：従業員の雇用維持に関する支援

１４：PCR検査に伴う支援

１５：感染予防策に関する支援

１６：その他
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A：売上減少

B：雇用維持

C：店舗の維持

D：コロナ対策

E：販路開拓

F：その他
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